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資料４－６

＜人権啓発推進室の取組＞

府民啓発

▲

①新聞

（京都、朝日、毎日、読売、産経新聞）( )新聞意見広告1
１８年度 「クリックする前に考えてください （別紙１）。」

（京都新聞）( )人権口コミ情報2
人権週間（１２月）を中心に身近な話題やニュースから人権とのかかわりについて

解説した記事を掲載。また、それらの記事をまとめた冊子を「人権口コミ講座」と

して作成。

１４年度 「インターネット上の人権侵害 （別紙２）」

薬師寺公夫氏（立命館大学教授）

１６年度 「インターネットとネット差別 （別紙３）」

宮本正明氏（世界人権問題研究センター専任研究員）

（ＫＢＳ京都テレビ）②テレビ 「京都人権情報」

１６年度 「インターネットによる人権侵害とその対策」

八幡市教育研究所、光華女子学園の取組の紹介

③ラジオ

（ＫＢＳ京都テレビ）( )京都人権情報1
１５年度 「インターネットと人権」

薬師寺公夫氏（立命館大学教授）

１９年度 「インターネットと人権（メディアリテラシー 」）

（ ）登丸あすか氏 ＮＰＯ法人ＦＣＴメディアリテラシー研究所理事

（ＫＢＳ京都テレビ）( )はたけさんちの夕ごはん2
１９年度 「なすおの学級新聞」

④啓発パネルの作成・展示

１１月１１日に開催した「人権のつどい２００７－京都人権啓発フェスティバル

ｉｎきょうたんご－」会場のほか、府内各地で開催するパネル展でも展示予定

１９年度 「インターネットを悪用した人権侵害は止めましょう （別紙４）」

職員研修

▲

「人権啓発指導者養成研修会」

自治体管理職員等を対象に各職場で実施する人権研修や啓発活動を企画・実施する人

材を養成することを目的に開催

１６年度 「インターネットと人権」

田中規久雄氏（大阪大学大学院法学研究科助教授）

１９年度 「メディアと人権」

松井修視氏（関西大学社会学部教授）

その他（プロバイダーへの削除要請）

▲

インターネットによる同和地区名の書き込み等差別的情報の書き込み等について、所

管の地方法務局（京都地方法務局）を通じ、プロバイダーに削除要請を行っている。


